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制度検討作業部会における議論について

 第14回基本政策小委（2018年12月19日）の議論を踏まえ、1月以降、制度検討
作業部会において中間評価の基準をはじめとする非FIT非化石証書の取引に係る制
度設計や高度化法の中間評価の基準の検討状況について、3回の議論を行ってきたと
ころ。

 本日の基本政策小委の議論を踏まえ、制度検討作業部会において引き続き詳細制
度設計等の検討を行うこととしたい。
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中間評価の基準を設定する上での論点（化石電源グランドファザリングの漸減・撤廃）

 諸外国の事例においては、グランドファザリング等の配慮を設ける場合、対象事業者に対しては、当該措置を段階
的に漸減させ、最終的に撤廃を目指している。（参考：EU-ETSにおけるグランドファザリング）

 中間評価の規準の設定においても、対象事業者における非化石電源の利用の遅れを是正する観点から、化石
電源グランドファザリングを諸外国と同様に段階的に漸減させていくことが適当ではないか。

 具体的には2030年までの中間段階で化石電源グランドファザリングの在り方を見直すこととしてはどうか。
（（例）202X年~202Y年までをPhase１とする。 202Y₊1年~202Z年までをPhase2とし、Phase2におけ
る化石電源グランドファザリングの在り方は202Y年までに検討する。）

 なお、化石電源グランドファザリングを漸減・撤廃するにあたっては、各小売事業者の非化石電源の調達状況等
を注視した上で、小売事業者間の競争に与える影響に留意する必要があり、十分な議論を行いながら検討し
ていく必要があるのではないか。
※Phase2以降の化石電源グランドファザリングの在り方については、化石電源グランドファザリングを漸減させていく必要性がある一方で、現時点で将
来時点での各事業者の非化石電源の調達環境等について確実性をもって見通すことができないこと等を考えると、現時点で議論する材料が揃っていな
い。したがって、非化石電源の稼働状況等を踏まえてこれらの電源維持等のインセンティブを損なわないことに配慮しつつ、グランドファザリングの在り
方を適切に見直すことを基本とし、今後、議論することとしてはどうか。なお、2030年度の44%目標の在り方は、平成27年度の電力・ガス基本政策
小委の議論を踏まえ決定した事項であり、これを変更する何らかの事情が生じた場合には電力・ガス基本政策小委で議論することとなる。

参考：EU-ETSにおけるグランドファザリング（排出枠の無償配分）
Phase 1 (2005-2007) ほとんどの排出枠が無償配分される
Phase 2 (2008-2012) 約90%の排出枠が無償配分される
Phase 3 (2013-2020) 無償配分は全体の40%程度となる予定（電力の無償配分は無し、製造業は2020年にかけて30%に減少）

Phase 4 (2021-2030) カーボンリーケージの懸念があるセクターを除き無償配分を撤廃

※無償配分された排出枠は望ましい原単位を基準とするベンチマーク方式と過去排出実績を基準とするグランドファザリング方式
（又はその組み合わせ）で割り当てられる。

＜欧州委員会のHPを基に経済産業省作成＞

2019年1月 第28回制度
検討作業部会より抜粋
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（参考）内部補助の防止策について①
2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋
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（参考）内部補助の防止策について② 2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋
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（参考）内部補助の防止策について③
2019年3月 第7回電気の経過措
置料金に関する専門会合より抜粋



26

(参考)BL市場の供出価格と監視の在り方について
2018年4月第22回制度
検討作業部会より抜粋



既存契約見直しGLの基本的な考え方について

 小売事業者が、発電事業者との間で締結していた非化石電源の調達に係る既存の相
対契約において、多くの場合、当該電気の非化石価値に関する取り扱いは契約上規
定されていない。

 既存の相対契約における非化石価値の取り扱いについては、基本的には契約当事者
間の協議によってその取扱いが決められるものではあるが、その協議を円滑に進めるため
にも政府として指針（既存契約見直しGL）を示す必要があるのではないか。

27

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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小売事業者の証書購入費用負担について

 小売事業者は、グランドファザリングの設定基準年における非化石電源比率又は設定
基準年における非化石電源比率の全国平均の範囲内において、グループ内の発電事
業者からの相対取引又は社内取引で入手することが可能となっている。

 これを超えて、中間評価の基準となる目標値までは、グループ外の発電事業者又は市
場から、FIT非化石証書又は非FIT非化石証書を購入することになる。なお、その際に、
各事業者の販売電力量に対する、目標値達成に必要なグループ外又は市場からの
証書購入量の割合は、全事業者において、同じ割合となる。

 小売事業者がグループ外又は市場から証書を購入した際の資金は、FIT非化石証書
についてはFIT賦課金の削減に、また、前述のとおり、非FIT非化石証書については、
非FIT発電事業者において、非化石電源の利用の促進のために使われていくことにな
る。

 小売事業者の事業環境の影響については、中間評価の基準導入後に改めて確認を
行っていく。

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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沖縄・離島エリアの取り扱い

 高度化法の告示の規定には、「沖縄県及び離島の需要に応じ電気を供給する場合等
において、（略）この目標の達成が合理的に不可能と認められる電気事業者につい
ては、平成29年度の供給計画における最終年度の非化石電源比率以上の比率を
目標値として定めることができる。」とされている。

 このため、現行の告示を踏まえると、沖縄・離島においては、他エリアと同様の中間評価
の基準の設定は不要ではないか。

 なお、告示の改正の要否について、今後、電力・ガス基本政策小委において検討され
ることとなる。

 今後、告示が改正され、沖縄・離島に対して新たな2030年目標値が設定された場
合は、中間評価の基準設定について、必要に応じて検討することとしてはどうか。

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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達成計画の提出対象事業者（5億kWh）の基準について

 高度化法に基づき、小売電気事業者、及び一般送配電事業者、特定送配電事業者
のうち、前事業年度における電気の供給量が5億kWh以上の事業者は、2016年3月
に告示改正が行われたことを踏まえ（2030年度44%目標）、 2017年度分より、非
化石エネルギー源の利用目標達成計画（達成計画）を経産大臣に提出することと
なっている。

 また、2017年度の販売電力量実績に基づくと、計46社が達成計画の提出対象事業
者であり、当該事業者の販売電力量シェアは約98%であった。

 他方で、第10回基本政策小委員会において、自由化が進展するなかで、 5億kWhと
いう達成計画の対象事業者の基準の妥当性に関する意見もあったところ。

 達成計画の対象事業者の基準の拡大については、比較的規模が小さな新電力等も対
象に含めることになることから、実態を踏まえた丁寧な検討が必要ではないか。

 このため、まずは5億kWh以下の小売事業者の実態把握を行うこととしてはどうか。また、
高度化法の対象事業者から外れるために意図的に販売電力量を削減するようなケー
ス等がみられた場合には、可能な限り速やかに対応策を検討することとしてはどうか。

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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非化石電源比率の現状について（2017年度実績）

 高度化法の達成計画提出対象事業者による2017年度の非化石電源比率は以下のとおり。

– 各事業者の2017年度の販売電力量をベースとした加重平均値は17.50%。うち、余剰非化石電気相
当量※は6.14%。
※ FIT証書の売れ残りに伴う配分量

– 17.50%超の事業者の非化石電源比率の加重平均は、26.4%。（販売電力量シェア40.9%）

– 12%以上17.50%未満の事業者の非化石電源比率の加重平均は、13.0%。（販売電力量シェア
21.6%）

– 5%以上12%未満の事業者の非化石電源比率の加重平均は、10.4%。（販売電力量シェア
37.5%）

17.5％

12％

5％

A

B

C

4社（旧一電＋新電力）

7社（旧一電＋新電力）

35社（旧一電＋新電力）

事業者数 加重平均

26.4％

非化石
電源比率 グランドファザ

リング
設定対象外

グランドファザ
リング
設定対象

販売電力量シェア

40.9％

13.0％ 21.6％

37.5％10.4％

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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(参考)高度化法の非化石電源比率の現状について
2019年3月 第30回制度

検討作業部会より抜粋
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2018年度の非化石電源比率（発電ベース）について

 電力調査統計によれば、2018年4月~11月の非化石電源比率は23.77%※。
※現時点において小売事業者の調達実績は存在しないため、電力調査統計の発電事業者実績を基に国全体
の非化石電源比率を算出。2018年度は原子力発電の再稼働や水力発電の豊水の影響もあり、2017年度
よりも非化石電源比率は上昇している。

 2018年度の各事業者別の非化石電源比率は2019年7月末に届け出が行われることと
なる。このため、2017年度の事業者別非化石電源比率を用いて、2018年度を基準と
した場合の化石電源グランドファザリングについて試算した。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 合計 比率
水力 87 100 72 81 65 80 65 39 588 9.3%
火力 515 512 566 712 724 571 553 580 4,732 75.1%
原子力 28 32 39 47 41 51 54 63 356 5.6%

新エネルギー 75 78 72 71 80 62 57 58 554 8.8%

その他 8 9 7 14 12 8 9 6 72 1.1%
合計 714 732 755 925 921 772 737 746 6,302 100.0%

電源種別発電実績（2018年4月~11月）※電力調査統計を基に計算

2018年4月~11月の非化石電源比率は23.77%

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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FIT電気の現状(参考)

 FIT電気の2017年度の発電実績は約700億kWh。

 2018年度4月～9月の発電実績は約443億kWh。（販売電力量の約8%）

 FIT非化石証書の売り上げ収入は、翌年度以降の賦課金の低減に用いられる。

太陽光発電（10kW未満） 2,320,683 4,856,860 5,780,178 6,486,284 7,116,887 7,826,895 5,030,398

太陽光発電（10kW以上） 189,529 4,254,669 13,177,310 24,591,080 34,549,522 42,614,774 28,935,531

風力発電設備 2,741,712 4,896,383 4,920,823 5,232,599 5,861,799 6,166,637 2,881,629

水力発電設備 120,074 935,526 1,072,772 1,476,329 2,007,873 2,458,297 1,651,880

地熱発電設備 1,235 5,709 6,081 58,811 76,202 101,269 65,658

バイオマス発電 216,985 3,169,400 3,644,380 5,390,144 7,365,065 10,247,782 5,818,029

合計 5,590,218 18,118,547 28,601,544 43,235,247 56,977,348 69,415,654 44,383,125

2016年度 2017年度
2018年度

(4～9月)
発電形態 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

出所：資源エネルギー庁 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトを基に作成
(固定価格買取制度における再生可能エネルギー発電設備を用いた発電電力量の買取実績について)

2019年3月 第30回制度
検討作業部会より抜粋
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FIT電気の現状(参考)
2019年3月 第30回制度
検討作業部会を基に作成
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卒FITの状況(参考)
2018年 11月第10回再生可能エネルギー大量導入・次世代ネットワーク小委員会より抜粋
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公営水力の状況(参考)
2017年11月 未来投資会議 構造改革徹底推進会合資料より抜粋
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電気料金の状況①
2018年12月 電力・ガス基本政策小委資料８より抜粋
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電気料金の状況② 2018年12月 電力・ガス基本政策小委資料８より抜粋
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（参考）FIT非化石証書が購入された場合の試算

 小売電気事業者がFIT非化石証書を購入した場合、FIT非化石証書の販売収入は翌年度以
降の賦課金の低減の原資に充当される。（賦課金単価の軽減効果が0.01円/kWhに満たな
い場合は単価に反映されず、翌年度以降に繰り越される。）
※ただし、小売電気事業者はFIT非化石証書のほか、非FIT非化石証書を調達することで高度化法の目標達成が可能。

（試算）
仮に、202X年の販売電力量に占めるFIT電気の割合を10%とすると、
FIT非化石証書 約849億kWh(広域機関の2019年度の全国及び供給区域ごとの需要想定8,486億kWhを採用)

証書の売却収入 約1,103億円（FIT非化石証書の全量が1.3円/kWhで購入された場合）

翌年度以降の賦課金単価軽減試算 約0.13円/kWh （1,103億円÷8,486億kWh）

※仮に、2017年度同様、FIT非化石証書が6%売れ残った場合の証書収入は約441億円。
（8,486億kWh×(10%-6%)×1.3円＝441億円）

この場合の翌年度以降の賦課金単価軽減試算は、約0.05円/kWh （441億円÷8,486億kWh）
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（参考）エネルギー供給構造高度化法第14条

 エネルギー供給構造高度化法においては、再生可能エネルギー源の利用に要する費用の価格へ
の反映について規定が置かれている。

（再生可能エネルギー源の利用に要する費用の価格への反映）

第十四条 国は、特定エネルギー供給事業者による再生可能エネルギー源の利用の円
滑化を図るために再生可能エネルギー源の利用に要する費用を当該特定エネルギー供
給事業者による電気、熱又は燃料製品の供給の対価に適切に反映させることが重要であ
ることにかんがみ、その費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、この法律の趣旨及
び内容について、広報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう努め
なければならない。
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第30回制度検討作業部会(3/19)の議論のまとめ（委員意見）

 第30回の制度検討作業部会では、委員から以下のような意見があった。

 自然な競争が起これば価格は上がるはずであるが、証書収入によって料金を集中的に値下げし新電力を
潰すような動きが生じないか、不当な価格差別を監視することが重要になる。

 非化石証書の収入の使い道を確認する際には、前後数年間の実績を見て判断するのが良いのではないか。
 自主的な取り組みをコミットメントを求める、という点については、何かしらルール化が必要ではないかと思う。
 証書収入については、非化石電源の利用促進に対するコミットメントを求めるのは、ルール化した方が良いの

かもしれないが、全体として確認できれば市場として公平感があるのものではないかと思う。
 非化石電源部門にきちんと収入が入って投資に使われていくことが重要。他方で、小売事業の競争環境を

歪めるような制度設計であってはならない。

中間評
価の基
準／
化石電
源グラン
ドファザ
リング

非化石
証書収
入の取り
扱い

 シミュレーションを通じて、小売事業者間の証書購入の公平感は数字上よく分かるようになった。
 経営上のインパクトについては、量のみならず証書価格もセットで考える必要があるが、事務局は明確に説

明していた。
 グランドファザリングの設定の基準から、FIT非化石証書の購入分は除くべき。
 第１フェーズの終了期間の2022年については反対しない。ただし、出水率や再稼働などに予期せぬ大き

な変化が生じた場合には柔軟な対応をとってもよいのではないか。
 野心的な目標は重要だが、非FIT非化石証書の売り札がほとんど出てこず、FIT証書しか売れないことにな

るのではないか。

ご意見の内容

 非化石価値の取り扱いは既存契約に含まれていないはずであるが、仮に契約を更改するのであれば、
基本契約を変えられないという理由で水力等の電源を抱え込むことはおかしい。しっかりと監視いただき
たい。

その他
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第30回制度検討作業部会(3/19)の議論のまとめ（オブザーバー意見）

 第30回の制度検討作業部会では、事業者オブザーバーから以下のような意見があった。

 非化石証書の収入をグループ内会社に回すと、小売事業者間の競争環境が歪む。
 後から顕在化した価値によって発電環境が歪むことは、内部補助以前に問題があるのではないか。
 発電から小売への利益移転の監視の仕方については、よく考えていただきたい。
 発電事業者に対して義務を課すことができないのであれば、小売に義務を課すのは何のためか。制度設計を

根本的に見直すべき。

中間評
価の基
準／
化石電
源グラン
ドファザ
リング

非化石
証書収
入の取り
扱い

 完全な競争環境が出来ていれば需要家負担となるかもしれないが、小売負担となれば影響は甚大。利益
が吹き飛ぶ水準。

 再エネは等しく割り当てて、原子力・大型水力は電源構成に合わせて目標を配分する方法もあるのでは。
 小売価格に証書購入費用を上乗せできるかという課題がある。小売負担の場合、FIT証書価格が1.3円

では小売事業への影響が甚大。
 FIT証書価格が1.3円だと、小売事業者の利益と同じオーダー感で証書購入に係る負担が生じる。
 小売負担軽減策を考えていただきたい。
 激変緩和策と非化石電源の維持投資インセンティブがバランスするように検討をお願いしたい。
 第２フェーズの移行のタイミングについては、慎重に検討いただきたい。

ご意見の内容

 5億kWhの基準について、5億kWh以下にすることで抜け道ができてしまうので、制度の建て付けを考
えていただきたい。その他
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（参考）衆議院決算行政監視委員会からの指摘事項について

平成２６年度及び２７年度並びに旧外地特会決算議決にあたっての指摘事項（衆 決算行政監
視委員会 抜粋）
（再生可能エネルギー）
再生可能エネルギーについては、小売電気事業者が非化石電源比率に係る目標の達成に向け適切に
取り組むことができるよう、政府は、エネルギー供給構造高度化法に基づく定量的な中間評価の基準を
早期に示すべきである。

 高度化法については、小売電気事業者が非化石電源比率に係る目標の達成に向け適
切に取り組むことができるよう、定量的な中間評価の基準を早期に示すことが求められ
ている。
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今後の検討について

 本日の議論を踏まえ、高度化法の目標の確実な達成に向け、小売事業者の事業環
境にも十分留意しながら、今後の制度検討作業部会において残された詳細論点につ
いて議論を行い、中間評価の基準の導入に向けた手続きを進めることとしてはどうか。

 その際、中間評価の基準の導入時期については2020年度、化石電源グランドファザリ
ングの第１フェーズの終了時期は2022年度として検討を進めることとしてはどうか。

 なお、導入にあたっては、所定のパブリックコメントの手続きを経ることとなる。


